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日時
平成29年６月23日（金曜日）午前10時
（受付開始　午前９時）

場所
ホテルグランドアーク半蔵門３階　華の間
東京都千代田区隼町１番１号
TEL　（03）3288-1628

議案
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　当社子会社との合併契約承認の件
第３号議案　取締役６名選任の件

表紙
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経営理念

Innovation Driven Visionary Company

誇り/Pride

私たちは、損か得かで判断するのではなく、正しいか正しくないかで行動します。

ミッション/Mission

私たちは情報サービス企業として、わくわくする未来創りに参加します。

三命/Attributes

・　卓越した技術（High Technology）はIDグループの生命
・　高品質のサービス（High Quality）はIDグループの使命
・　未知への挑戦（Challenge）はIDグループの命題

３つの組織/Organization

・　「前向きな姿勢」を怠らない組織
・　「明日の組織造り」を怠らない組織
・　「人間力作り」を怠らない組織

経営理念
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株主の皆さまへ

代表取締役社長

　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　第49期定時株主総会を平成29年６月23日に開催いたしますので、ここに招集のご通知をお届けいたします。
　平成29年3月期は、中期経営計画「I-vision 50」の初年度売上高目標214億円を達成することができました。
売上高は過去最高、営業利益、純利益ともに、4期連続増益でした。これもひとえに株主の皆さまのおかげと心
より感謝申し上げます。
　当社では「I-vision 50」において、平成31年3月期売上高240億円、営業利益率7.0%を目標に掲げています。
平成31年10月の創立50周年を見据え、「徹底した業務プロセスの改革（BPR）」「新たな成長分野の構築」「グ
ループのガバナンス強化」の3つの基本方針のもと、最先端技術を持つベンチャー企業（米国：Seceon Inc．、
日本：株式会社リアルグローブ）との提携を進め、ビジネス拡大とイノベーションの創出をめざしております。
　今後も「競争に負けない」強い信念のもと、企業価値の向上に向け、社員一丸となって日々力を尽くしてまい
ります。
　株主の皆さまには、変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

株主の皆さまへ
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議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の２つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合
　議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。（ご捺印は不要です。）

日 時 平成29年６月23日（金曜日）

午前10時（受付開始：午前９時）

場 所 ホテルグランドアーク半蔵門３階　華の間
東京都千代田区隼町１番１号
TEL（03） 3288-1628
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

郵送で議決権を行使される場合
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函
ください。

行使期限 平成29年６月22日（木曜日）

午後５時30分到着分まで

議決権行使等についてのご案内
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(証券コード 4709)
平成29年６月２日

株　主　各　位
東 京 都 千 代 田 区 五 番 町 12 番 地 １

株式会社インフォメーション・ディベロプメント
代表取締役社長 舩　越　　真　樹

第49期定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第49期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し上げ
ます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の
株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年
６月22日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記
１．日　　　時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時

２．場　　　所 東京都千代田区隼町１番１号
ホテルグランドアーク半蔵門３階　華の間

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第49期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連結計算書類ならび

に会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第49期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

　剰余金処分の件
　当社子会社との合併契約承認の件
　取締役６名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.idnet.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －

招集ご通知
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第49期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして以下のと
おりといたしたいと存じます。

１．配当財産の種類
　金銭といたします。

２．配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき金37円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は420,877,220円となります。

３．剰余金の配当が効力を生じる日
　平成29年６月26日といたしたいと存じます。

－ 2 －

剰余金処分の件
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第２号議案　当社子会社との合併契約承認の件

１．吸収合併を行う理由
　　株式会社テラコーポレーション（以下「テラコーポレーション」といいます。）は平成元年６月、あらゆる

業種のシステム開発を目的に設立されました。現在、製造業界向けに特化し、強みである高度な専門性に裏打
ちされた技術力を背景に、大手企業を中心に強固な顧客基盤を持っており、平成28年４月、当社の連結子会社
となりました。

　　平成29年４月28日、当社の中期経営計画方針の実行に向けて、サービス品質の向上、戦略的資源配分、コー
ポレートガバナンス強化を進め、経営資源を集約することを目的に、当社を存続会社としてテラコーポレーシ
ョンを吸収合併する合併契約書を締結いたしました。

　　つきましては、この合併契約のご承認をお願いするものです。

２．吸収合併契約の内容の概要
（１）吸収合併の方法
　　　当社を存続会社とし、テラコーポレーションを消滅会社とする吸収合併方式であります。

（２）吸収合併に係る割当ての内容
　　　当社は、テラコーポレーションの全株式を所有いたしておりますので、本合併による新株式の発行および

　資本金の増加ならびに合併交付金の支払いはありません。

（３）合併の効力発生日
　　　合併の効力発生日は、平成29年７月１日であります。

（４）その他の吸収合併契約の内容
　　　当社およびテラコーポレーションが、平成29年４月28日に締結した合併契約書の内容は、以下の「合併契
　　　約書」をご参照ください。

－ 3 －

当社子会社との合併契約承認の件



2017/05/22 14:14:26 / 16285277_株式会社インフォメーション・ディベロプメント_招集通知（Ｃ）

合併契約書

　株式会社インフォメーション・ディベロプメント（以下、「甲」という）及び株式会社テラコーポレーション
（以下、「乙」という）は、次のとおり合併契約を締結する。

（合併の方法）
第１条　甲は乙を合併して存続し、乙は解散する。

（合併の効力発生日）
 

第２条　本件合併の効力発生日は、2017年７月１日とする。ただし、合併手続の進行に応じて必要があるとき
は、甲乙協議してこれを変更することができる。

（無対価合併）
第３条　甲は、乙の全株式を所有しているため、本件合併においては合併対価の交付は行わない。

（合併後の資本金）
第４条　前条のとおり本件合併は無対価合併であることから、甲においては資本金を増加しない。

（合併の承認）
 

第５条　甲及び乙は、合併の効力発生日の前日までに、本契約の内容及び合併に関し必要となる事項について、
株主総会その他の機関の承認を得なければならない。

（権利義務全部の承継）
第６条　甲は合併の効力発生日現在をもって、乙の従業員全員、資産負債及び権利義務の一切を承継する。

（会社財産の善管注意義務）
第７条　甲及び乙は、本契約締結後、合併の効力発生日の前日に至るまで、善良なる管理者の注意をもってそれ

ぞれの業務を執行し、一切の財産を管理・運営する。

－ 4 －

当社子会社との合併契約承認の件
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（合併条件の変更、合併契約の解除）
第８条　本契約締結の日から効力発生日の前日に至る間において、天災地変その他の事由により、甲又は乙の財

産又は経営状態に重大な変動が生じた場合、又は重大な隠れた瑕疵が発見された場合は、甲乙協議の上
で合併条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

（本契約の効力）
第９条　本契約は、甲及び乙が、各々、第５条に定める株主総会その他の機関の承認が得られないときは、その

効力を失う。

（協議事項）
第10条　本契約に定めるもののほか、合併に関し必要となる事項があるときは、本契約の趣旨に従って、甲乙協

議してこれを定める。

　以上のとおり契約したので本書１通を作成し、甲が保有し、乙は原本の写しを保有する。

2017年４月28日

甲　東京都千代田区五番町12番地１
株式会社インフォメーション・ディベロプメント

代表取締役社長　舩越真樹

乙　大阪府大阪市中央区備後町三丁目３番３号サンビル備後町
株式会社テラコーポレーション

代表取締役　松澤順一

－ 5 －

当社子会社との合併契約承認の件
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第３号議案　取締役６名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員（６名）は、任期満了となります。つきましては、社外取締役
２名を含む取締役６名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

　ふな　

舩
 

 
　こし　

越
 

　
　まさ　

真
 

 
き

樹
再 任候補者

番　号１ 昭和34年８月７日生（満57歳）

■ 略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
平成７年４月 入社
平成７年６月 取締役
平成８年11月 取締役営業推進部長
平成９年６月 代表取締役常務
平成10年６月 代表取締役専務
平成14年６月 代表取締役副社長
平成15年４月 （株）プライド代表取締役会長
平成15年６月 代表取締役副社長兼副社長執行役員
平成15年10月 代表取締役専務兼専務執行役員
平成16年４月 艾迪系統開発（武漢）有限公司董事長（現任）
平成17年６月 代表取締役副社長兼副社長執行役員
平成18年１月 代表取締役社長（現任）
平成18年12月 （株）日本カルチャソフトサービス代表取締役社長
平成19年６月 （株）ソフトウエア・ディベロプメント代表取締役社長
平成23年４月 （株）日本カルチャソフトサービス代表取締役会長
平成24年５月 INFORMATION DEVELOPMENT SINGAPORE PTE. LTD. ディレクター
平成24年８月 INFORMATION DEVELOPMENT AMERICA INC. 社長（現任）
平成26年１月 愛ファクトリー（株）代表取締役会長（現任）

■ 取締役候補者とした理由
 舩越真樹氏は、平成18年以来当社の代表取締役社長を務めており、経営者として豊富な経験・実績・見識を有しており
ます。当社のグループ経営の推進とコーポレートガバナンスの強化に適任であると判断し、取締役候補者としておりま
す。

所有する当社の株式数 取締役在任年数 取締役会への出席状況
50,752株 22年 13回／13回

－ 6 －

取締役選任の件
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　やま　

山
 

 
　かわ　

川
 

　
　とし　

利
 

 
お

雄
再 任候補者

番　号２ 昭和31年12月９日生（満60歳）

■ 略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
平成13年４月 当社入社
平成13年７月 総務部長
平成15年６月 取締役兼執行役員総務部長
平成16年４月 取締役兼執行役員ＳＩ事業本部長
平成16年５月 （株）プライド取締役（現任）
平成17年６月 取締役兼常務執行役員ＳＩ事業本部長
平成18年６月 常務取締役兼常務執行役員
平成19年６月 専務取締役兼専務執行役員
平成21年６月 代表取締役専務取締役
平成25年６月 代表取締役副社長（現任）
平成27年４月 INFORMATION DEVELOPMENT SINGAPORE PTE. LTD. ディレクター（現任）
平成27年８月 PT. INFORMATION DEVELOPMENT INDONESIA コミッショナー（現任）
平成28年３月 INFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD. ディレクター（現任）
平成29年１月 INFORMATION DEVELOPMENT AMERICA INC. ディレクター（現任）
平成29年４月 DMS第１事業本部・DMS第２事業本部・DMS第３事業本部・ITPS事業本部・SIS第１事業本部・

SIS第２事業本部・CSS部担当（現任）

■ 取締役候補者とした理由
 山川利雄氏は、当社の事業部門および管理部門を幅広く経験し、平成21年以来当社の代表取締役を務めており、事業戦
略について豊富な経験・実績・見識を有しており、当社のグループ経営の推進とグルーバル経営の強化に適任であると判
断し、取締役候補者としております。

所有する当社の株式数 取締役在任年数 取締役会への出席状況
42,701株 14年 13回／13回

こ

小
 

 
　いけ　

池
 

　
　あき　

昭
 

 
　ひこ　

彦
再 任候補者

番　号３ 昭和29年５月27日生（満63歳）

■ 略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
平成20年４月 当社入社　総務人事部
平成20年６月 執行役員総務人事部長
平成21年４月 執行役員コーポレート本部長
平成23年６月 取締役兼常務執行役員コーポレート本部長
平成24年４月 取締役兼常務執行役員
平成25年６月 取締役兼専務執行役員（現任）
平成26年１月 愛ファクトリー（株）取締役（現任）
平成29年１月 INFORMATION DEVELOPMENT AMERICA INC. ディレクター（現任）
平成29年４月 経理部・グループ総務部・グループ人事部・グループ業務システム統括部担当（現任）

■ 取締役候補者とした理由
 小池昭彦氏は、当社の管理部門を幅広く経験し、平成21年以来当社の管理部門の責任者を務めるなど、経営および経理
財務の豊富な経験・実績・見識を有しており、当社のグループ経営の推進およびグループ各社の業務効率化の推進に適任
であると判断し、取締役候補者としております。

所有する当社の株式数 取締役在任年数 取締役会への出席状況
16,515株 ６年 13回／13回

－ 7 －

取締役選任の件
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再 任候補者

番　号４ 昭和33年６月18日生（満59歳）

■ 略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
昭和61年４月 当社入社
平成14年４月 サービスマネジメント事業本部部長
平成17年４月 理事ITO事業本部長
平成19年６月 執行役員ITO事業本部長
平成20年４月 執行役員ＳＩ事業本部長
平成21年６月 常務執行役員ＳＩ事業本部長
平成22年４月 常務執行役員ITS事業本部長
平成22年６月 取締役兼常務執行役員（現任）
平成24年４月 艾迪系統開発（武漢）有限公司監事
平成25年４月 ITPS事業本部長
平成26年４月 iCS部副担当
平成28年６月 艾迪系統開発（武漢）有限公司監事（現任）
平成29年４月 業務プロセス改革部・BP部担当、DMS第１事業本部・DMS第２事業本部・DMS第３事業本部・

ITPS事業本部・CSS部副担当（現任）

■ 取締役候補者とした理由
 七尾静也氏は、当社の事業部門を幅広く経験し、事業部門の責任者を務めるなど、事業の企画開発について豊富な経験・
実績・見識を有しており、当社のグループ経営の推進およびグループ各社の事業連携の推進に適任であると判断し、取締
役候補者としております。

所有する当社の株式数 在取締役任年数 取締役会への出席状況
18,668株 ７年 13回／13回
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介
再 任 社 外候補者

番　号５ 昭和22年11月25日生（満69歳）

■ 略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
昭和46年３月 慶應義塾大学経済学部卒業
昭和50年３月 同大学院社会学研究科修士課程修了（社会学修士）
昭和62年７月 ハーバード大学訪問研究員
平成５年４月 慶應義塾大学経済学部教授
平成17年10月 同大学大学院社会学研究科委員長
平成25年３月 同大学名誉教授（現任）
平成27年６月 当社　社外取締役（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由
 杉浦章介氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、長年にわたり大学および大学院で教鞭をとられた豊富な
経験・実績・見識を有し、また、海外での教職経験も豊富であり、業務執行を行う経営陣から独立した客観的立場で、当
社取締役会において的確な提言・助言をいただいており、グローバル展開を推進する当社のコーポレートガバナンスに資
するところは大きいと判断し、社外取締役候補者としております。
（独立性に関する事項）
 当社は同氏を株式会社東京証券取引所の規程に定める独立役員として同取引所に届け出ており、同氏が取締役に再任され
就任した場合には、独立役員の届出を継続いたします。

所有する当社の株式数 在取締役任年数 取締役会への出席状況
－株 ２年 13回／13回

－ 8 －

取締役選任の件
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再 任 社 外候補者

番　号６ 昭和22年10月15日生（満69歳）

■ 略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
昭和46年６月 東京大学工学部電子工学科卒業
昭和51年３月 同大学院工学部電子工学科博士課程修了（工学博士）
昭和51年４月 （株）日立製作所入社
平成13年10月 同社システム技術統括部門長
平成15年４月 （株）ルネサステクノロジ転籍　同技師長
平成20年４月 同社退社
平成27年６月 当社　社外取締役（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由
 林慶治郎氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、業界大手に長く在職した経験からIT分野における先端
の知見とグローバルビジネスにおける豊富な経験・実績・見識を有し、業務執行を行う経営陣から独立した客観的立場
で、当社取締役会において的確な提言・助言をいただいており、リスクマネジメントの強化など当社のコーポレートガバ
ナンスに資するところは大きいと判断し、社外取締役候補者としております。
（独立性に関する事項）
 当社は同氏を株式会社東京証券取引所の規程に定める独立役員として同取引所に届け出ており、同氏が取締役に再任され
就任した場合には、独立役員の届出を継続いたします。

所有する当社の株式数 在取締役任年数 取締役会への出席状況
－株 ２年 13回／13回

(注) １．上記各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２．杉浦章介氏、林慶治郎氏とは平成27年６月の就任時に、当社との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。両氏が再任された場合、当契約は効力を継続いたします。なお、賠償責任の限度額は、法令が定める額としています。

以　上

－ 9 －

取締役選任の件
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(提供書面) 事　 業　 報　 告
(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

Ⅰ．企業集団の現況
１．当事業年度の事業の状況
(1)　事業の経過および成果

①　全般的な概況
　当連結会計年度（平成28年４月１日～平成29年３月31日）における日本経済は、一部に伸び悩みが
あるものの、雇用・所得環境に改善がみられ、緩やかな回復傾向にあります。一方で、世界経済も概ね
回復傾向ながら、米国の今後の政策動向や、中国をはじめとするアジア新興国の経済の先行き懸念、ヨ
ーロッパの政治情勢の不確実性など、不透明な状況で推移いたしました。
　当社グループの事業領域である情報サービス産業におきましては、経済産業省が実施する「特定サー
ビス産業動態統計調査」（平成29年４月14日発表）によりますと、各月において概ね前年を上回る水準
で推移しており、事業環境には改善がみられます。このような環境のもと、当社グループは引き続き人
財育成を最優先課題に取り組むとともに、グループ経営資源の共有と活用による業務効率化、既存顧客
へのグループ横断的な営業展開を積極的に行ってまいりました。
　この結果、主要事業のシステム運営管理事業において売上高が増加しました。また、ソフトウエア開
発事業においても売上が伸びたため、当社グループの当連結会計年度における売上高は、215億54百万
円（前期比7.3％増）となりました。
　収益面におきましては、株式会社テラコーポレーションの株式取得に関わる業務委託費（販管費）の
発生、および退職給付制度変更（平成28年４月に確定拠出企業年金制度への移行）にともなう退職給付
費用（売上原価および販管費）の増加（注）に加え、一部に外注費単価の上昇がみられるものの、前期
に実施した本社移転による負担（販管費）の減少、前期に発生したソフトウエア開発事業の不採算案件
の収束により、営業利益は11億５百万円（同14.0％増）、経常利益は11億33百万円（同17.5％増）と
なりました。また、退職給付制度の変更により、確定拠出企業年金制度への移行部分についての退職給
付債務減少による特別利益を計上し、固定資産（社員寮）の売却に加え、貸倒引当金繰入額等による特
別損失を計上したため、親会社株主に帰属する当期純利益は６億54百万円（同19.2％増）となりまし
た。

（注）：前期は毎月、年金資産への掛金31百万円の拠出と、退職給付に係る負債として９百万円の費用計上を行っておりました。当連結会計年度は制度変

更にともない、年金資産への掛金が消滅し、毎月の確定拠出年金への拠出金約27百万円を費用として計上することとなったため、前期までの毎月９百万円

の費用との相殺により、退職給付費用が毎月約18百万円となり、当連結会計年度で218百万円増加いたしました。

－ 10 －

当事業年度の事業の状況
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②　事業区分別概況
企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。

システム運営管理

56.0%

売上高構成比

11,271

第47期

11,721

第48期

12,070

第49期
（当連結会計年度）

売上高 （単位：百万円） 　既存の金融系運営管理業務の売上が大きく増加しまし
た。また、金融系のプラットフォーム開発業務（注）も既
存顧客の深耕拡大により大きく売上を伸ばしたため、売上
高は120億70百万円（同3.0％増）となりました。

(注)：プラットフォーム開発業務とは、ハードウエア、OS、ミドル
ウエアの機能を最適な手段で活用し、低コストかつ信頼性の
高いシステム稼働環境を設計・構築するサービスです。

ソフトウエア開発

39.9%

売上高構成比

6,977

第47期

7,521

第48期

8,609

第49期
（当連結会計年度）

売上高 （単位：百万円） 　制度改正、法改正対応等によって公共系の売上が大きく

増加しました。またシステム統合や更改対応により、金融

系の売上も増加したため、売上高は86億９百万円（同

14.5％増）となりました。

その他

4.1%

売上高構成比

620

第47期

839

第48期

875

第49期
（当連結会計年度）

売上高 （単位：百万円） 　セキュリティ販売の売上増に加え、海外現地法人の売上
が増加したものの、コンサルティングの売上が減少したた
め、売上高は８億75百万円（同4.3％増）となりました。

－ 11 －

当事業年度の事業の状況
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〈事業別売上高〉 (単位：百万円、％)

事業内容
第　47　期 第　48　期 第　49　期

（当連結会計年度）

売上高 構成比 売上高 構成比 前期比 売上高 構成比 前期比

シ ス テ ム 運 営 管 理 11,271 59.7 11,721 58.4 104.0 12,070 56.0 103.0

ソ フ ト ウ エ ア 開 発 6,977 37.0 7,521 37.4 107.8 8,609 39.9 114.5

そ の 他 620 3.3 839 4.2 135.3 875 4.1 104.3

合 計 18,868 100.0 20,082 100.0 106.4 21,554 100.0 107.3

(2)　設備投資の状況
　当連結会計年度において、重要な設備投資はありません。なお、一部の土地・建物（独身寮）の保有目
的を変更したことによる減損損失（１億47百万円）を計上しております。また、旧独身寮（東京都三鷹
市）の土地・建物の売却（１億４百万円）を行いました。

(3)　資金調達の状況
　当社は資金調達の機動性と効率性を高めることを目的として、当連結会計年度末時点において取引銀行
５行との間にシンジケーション方式により総額10億円のコミットメントライン契約を締結しております。
なお、当連結会計年度末における借入実行残高はありません。

(4)　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

(5)　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

(6)　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

(7)　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　当社は、平成28年４月５日に株式会社テラコーポレーションの全株式を新たに取得し、子会社化いたし
ました。また、同年５月31日にINFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD.の株式を追加取得し、
子会社化いたしました。
　平成29年３月13日付でINFORMATION DEVELOPMENT SINGAPORE PTE. LTD.に対し187万S$、同年３月
28日付でINFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD.に対し87万US$の増資を行いました。

－ 12 －

当事業年度の事業の状況
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２．直前３事業年度の財産および損益の状況

17,578 18,868

第47期
（平成27年３月期）

第46期
（平成26年３月期）

20,082

第48期
（平成28年３月期）

21,554

第49期
（当連結会計年度）
（平成29年３月期）

売上高 （単位：百万円）

735

966

第47期
（平成27年３月期）

第46期
（平成26年３月期）

970

第48期
（平成28年３月期）

1,105

第49期
（当連結会計年度）
（平成29年３月期）

営業利益 （単位：百万円）

765

998

第47期
（平成27年３月期）

第46期
（平成26年３月期）

964

第48期
（平成28年３月期）

1,133

第49期
（当連結会計年度）
（平成29年３月期）

経常利益 （単位：百万円）

372

508

第47期
（平成27年３月期）

第46期
（平成26年３月期）

548

第48期
（平成28年３月期）

654

第49期
（当連結会計年度）
（平成29年３月期）

親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）

34.95
47.37

第47期
（平成27年３月期）

第46期
（平成26年３月期）

50.73

第48期
（平成28年３月期）

60.13

第49期
（当連結会計年度）
（平成29年３月期）

１株当たり当期純利益 （単位：円）

9,670

6,085

10,303

第47期
（平成27年３月期）

第46期
（平成26年３月期）

10,319

第48期
（平成28年３月期）

10,552

第49期
（当連結会計年度）
（平成29年３月期）

6,760 6,509
7,321

総資産/純資産 （単位：百万円）

－ 13 －

直前３事業年度の財産および損益の状況
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(単位：百万円)

区　　分 第　46　期
（平成26年３月期）

第　47　期
（平成27年３月期）

第　48　期
（平成28年３月期）

第　49　期
（当連結会計年度）
（平成29年３月期）

売 上 高 17,578 18,868 20,082 21,554
経 常 利 益 765 998 964 1,133
親会社株主に帰属する当期純利益 372 508 548 654
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 34円95銭 47円37銭 50円73銭 60円13銭
総 資 産 9,670 10,303 10,319 10,552
純 資 産 6,085 6,760 6,509 7,321

(注) １．金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
３．当社は、平成29年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。そのため第46期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当た

り当期純利益を算定しております。
４．第46期および第47期の純資産額には、株式給付信託（J－ESOP）制度に係る信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社

株式が自己株式として計上されております。また、第48期および第49期の純資産額には、株式給付信託（ＢＢＴ）および株式給付信託（J－ESOP）制度に係
る信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式が自己株式として計上されております。

３．重要な親会社および子会社の状況
(1)　親会社との関係
　該当事項はありません。

(2)　重要な子会社の状況
会　　　社　　　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 プ ラ イ ド 40百万円 85.9％ 情報システム設計・開発に関するコンサル
ティング業務

艾 迪 系 統 開 発 （ 武 漢 ） 有 限 公 司 110万米ドル 100.0
ソフトウエア開発
システム運営管理
事務代行業務等

INFORMATION DEVELOPMENT SINGAPORE PTE. LTD. 573万シンガポールドル 100.0

システム運用コンサルティング
ソフトウエア開発
ITスタッフサービス
オフィスサポート／製品販売
セキュリティサービス

INFORMATION DEVELOPMENT AMERICA INC. 550万米ドル 100.0 人材採用・育成、現地市場調査、情報収集等
愛 フ ァ ク ト リ ー 株 式 会 社 50百万円 100.0 農産物の生産・加工・販売に関する業務等

PT. INFORMATION DEVELOPMENT INDONESIA 83.4万米ドル 49.0
(100.0) システム運営管理の企画ならびに運用

INFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD. 127万米ドル 83.9
(100.0)

ITトレーニングアカデミーおよびITスタッ
フサービスのマネジメント等

株 式 会 社 テ ラ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 25百万円 100.0 ITソフトウェア受託開発

(注) １．当社は、平成28年５月31日にINFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD.を子会社化いたしました。
２．議決権比率の（）書きは、子会社による間接保有も含めた保有割合であります。
３．INFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD.は平成29年４月３日にIDM INFORMATION DEVELOPMENT MYANMAR CO., LTD.へ社

名変更いたしました。

－ 14 －

直前３事業年度の財産および損益の状況、重要な親会社および子会社の状況
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４．対処すべき課題
　平成28年の国内ＩＴ市場は対前年比増で、５年連続のプラス成長を達成しています。今後、日系企業のグ
ローバル展開の拡大に加え、ＩｏＴ・ＡＩ・ウェアラブル等の新分野の事業化進展など、業界を取り巻く環
境は大きく変化しており、これらに迅速かつ柔軟に対応することが要求されています。
　このような環境下において、当社グループはお客さまニーズを発掘する提案力や、それに応えられるサー
ビス力の向上、グローバルビジネスに対応できる人財の育成が優先課題と考えております。具体的には、お
客さまニーズの発掘からソリューション提示まで行う提案力の強化、プラットフォーム開発技術者の育成、
ＡＩなどの新技術を利用したサービスの構築、グローバル対応に向けた技術力と語学力を兼ね備えた人財の
育成等に努めてまいります。

５．主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　当社グループは、(1) システム運営管理、(2) ソフトウエア開発、(3) その他の３つの事業を行っており
ます。
　具体的には以下のとおりです。
(1)　システム運営管理

・お客さまのコンピュータ部門に常駐して情報処理システムの管理、運営ならびにオペレーションを行
う業務

・システムの新規導入や再構築の際の運用構築業務

(2)　ソフトウエア開発
・ソフトウエア開発を一括で請け負い、当社グループ内で開発を行う業務
・お客さまの事業所に常駐してソフトウエア開発を行う業務

(3)　その他
・ネットワークセキュリティ商品の販売およびセキュリティシステム構築・導入支援サービス業務
・情報システム開発・運営技術に関する教育、コンサルティング業務
・事務代行業務等
・人材採用・育成、現地市場調査、情報収集等

－ 15 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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６．主要な営業所（平成29年３月31日現在）
名　　　称 所　　　在　　　地

株式会社インフォメーション・ディベロプメント

本 社 東京都千代田区

事 業 所 岩手県盛岡市、愛知県名古屋市、大阪府大阪市、愛媛県松山市、
香川県高松市、鳥取県米子市、福岡県福岡市

ロンドン支店 英国ロンドン
アムステルダム
駐在員事務所 オランダ アムステルダム

株 式 会 社 プ ラ イ ド 本 社 東京都千代田区

艾 迪 系 統 開 発 （ 武 漢 ） 有 限 公 司

本 社 中国湖北省武漢市

無 錫 支 店 中国江蘇省無錫市

上 海 支 店 中国上海市

東 京 支 店 東京都千代田区

INFORMATION DEVELOPMENT SINGAPORE PTE. LTD. 本 社 シンガポール

INFORMATION DEVELOPMENT AMERICA INC. 本 社 米国マサチューセッツ州

愛 フ ァ ク ト リ ー 株 式 会 社 本 社 鳥取県鳥取市

PT. INFORMATION DEVELOPMENT INDONESIA 本 社 インドネシア ジャカルタ

INFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD. 本 社 ミャンマー ヤンゴン

株 式 会 社 テ ラ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 本 社 大阪府大阪市

－ 16 －

主要な営業所
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７．使用人の状況（平成29年３月31日現在）
(1)　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 の 名 称 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

シ ス テ ム 運 営 管 理 1,253名 11名増

ソ フ ト ウ エ ア 開 発 543名 26名増

そ の 他 の 事 業 75名 6名増

管 理 部 門 194名 9名増

合 計 2,065名 52名増

(注) 使用人数には、当社グループ外から当社グループへの出向者（35名）が含まれます。また、取締役でない執行役員が含まれます。なお、パートタイマーは含まれ
ません。

(2)　当社の使用人の状況
使　用　人　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数

1,846名 1名減 38.5歳 12.95年

(注) 使用人数には、取締役でない執行役員が含まれます。なお、子会社等への出向者（14名）およびパートタイマーは含まれません。

８．主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）
（単位：百万円）

借　　　入　　　先 借　　　入　　　額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 180

農 林 中 央 金 庫 180

株 式 会 社 鳥 取 銀 行 20

(注) １．金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．当社は資金調達の機動性と効率性を高めるため、取引銀行５行と借入限度額10億円の貸出コミットメントライン契約を締結しております。

当該契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高はありません。

９．その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 17 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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Ⅱ．会社の現況
１．株式の状況（平成29年３月31日現在）
(1)　発行可能株式総数 36,000,000株

　　　　　(注)平成29年１月１日付の株式分割（１株を1.5株に分割）に伴う定款の変更が行われ、発行可能株
式総数は12,000,000株増加しております。

(2)　発行済株式の総数 12,044,302株
　　　　　(注)平成29年１月１日付の株式分割（１株を1.5株に分割）により、発行済株式の総数は4,014,767株

増加しております。

(3)　株主数 3,911名

(4)　大株主（上位10名）
株　　　　主　　　　名 持　　株　　数 持　株　比　率

1 株 式 会 社 エ イ ・ ケ イ 1,243千株 10.9％
2 株 式 会 社 み ず ほ ト ラ ス ト シ ス テ ム ズ 1,023 9.0
3 Ｉ Ｄ 従 業 員 持 株 会 739 6.5
4 資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口） 453 3.9
5 み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 422 3.7
6 有 限 会 社 福 田 商 事 300 2.6
7 Ｔ Ｄ Ｃ ソ フ ト ウ ェ ア エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 284 2.4
8 舩 越 朱 美 198 1.7
9 丸 林 香 織 179 1.5
10 ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯ．（ＡＶＦＣ） 160 1.4

(注) １．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しています。
２．持株比率は発行済株式の総数から自己株式数（669千株）を減じた株式数を基準に小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。
３．当社は自己株式（669千株）を保有しておりますが、上記上位10名の株主からは除外しております。
４．資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）の所有株式453千株は、株式給付信託（ＢＢＴ）および株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）制度導入に伴う当社株

式であります。なお、当該株式は、連結財務諸表および財務諸表においては、自己株式として処理しております。

２．新株予約権等の状況
(1)　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。

(2)　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

(3)　その他の新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

 （注）平成29年１月１日付の株式分割（１株を1.5株に分割）により、「新株予約権の目的となる株式の数」
　　　および「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。

－ 18 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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３．会社役員の状況
(1)　取締役および監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 舩越真樹
艾迪系統開発（武漢）有限公司　董事長
INFORMATION DEVELOPMENT AMERICA INC. 社長
愛ファクトリー株式会社　代表取締役会長

代表取締役副社長 山川利雄

DMS第１事業本部・DMS第２事業本部・DMS第３事業本部・ITPS事業本部・SIS第１事業本部・
SIS第２事業本部・SIS第３事業本部・BQCセンター・iCS部・BP部担当
株式会社プライド 取締役
INFORMATION DEVELOPMENT SINGAPOLE PTE. LTD. ディレクター
PT. INFORMATION DEVELOPMENT INDONESIA コミッショナー
INFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD. ディレクター
INFORMATION DEVELOPMENT AMERICA INC. ディレクター

取 締 役 兼
専 務 執 行 役 員 小池昭彦

経理部・グループ総務部・グループ人事部・グループ業務管理部・情報システム部担当
愛ファクトリー株式会社　取締役
INFORMATION DEVELOPMENT AMERICA INC. ディレクター

取 締 役 兼
常 務 執 行 役 員 七尾静也

DMS第１事業本部・DMS第２事業本部・DMS第３事業本部・ITPS事業本部・iCS部・SIS第３事
業本部副担当兼SIS第３事業本部長
艾迪系統開発（武漢）有限公司　監事

取 締 役 杉浦章介 慶應義塾大学名誉教授

取 締 役 林慶治郎

常 勤 監 査 役 田村公一

監 査 役 岡崎正憲
公認会計士
株式会社なとり　社外取締役

監 査 役 増田裕明

監 査 役 日向　研 みずほトラストオペレーションズ株式会社　取締役社長
日本株主データサービス株式会社　代表取締役副社長

(注) １．取締役杉浦章介氏、林慶治郎氏は、社外取締役であります。
２．監査役岡崎正憲氏、増田裕明氏および日向研氏は、社外監査役であります。
３．監査役岡崎正憲氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．当社は、取締役杉浦章介氏、林慶治郎氏、監査役岡崎正憲氏、増田裕明氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。

－ 19 －

会社役員の状況



2017/05/22 14:14:26 / 16285277_株式会社インフォメーション・ディベロプメント_招集通知（Ｃ）

(2)　事業年度中に退任した取締役および監査役
氏　　　　名 退　任　日 退　任　事　由 退任時の地位・担当および重要な兼職の状況

寺 門 常 信 平成28年６月24日 任期満了 常勤監査役

(3)　取締役および監査役の報酬等
取締役および監査役の当期に係る報酬等の総額

区　　　　分 支　給　人　員 支　給　額

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 )

6名
(2)

152百万円
(12)

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 )

5
(3)

14
(9)

合 計
( う ち 社 外 取 締 役 ・ 社 外 監 査 役 )

11
(5)

166
(21)

(注) １．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成20年６月24日開催の第40期定時株主総会において年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいてお

ります。
３．監査役の報酬限度額は、平成20年６月24日開催の第40期定時株主総会において年額30百万円以内と決議いただいております。
４．当事業年度末現在の取締役は６名（うち社外取締役は２名）、監査役は４名（うち社外監査役は３名）であります。上記の監査役の員数と相違しておりますの

は、平成28年６月24日開催の第48期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名が含まれているためであります。
５．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額15百万円（取締役６名に対し15百万円（うち社外取締役２名に対し０円））。
・役員向け業績連動型報酬として、役員株式給付規程に基づき3百万円を計上しております（取締役４名に対して3百万円）。

(4)　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・監査役岡崎正憲氏は、株式会社なとりの社外取締役を兼任しております。当社は同社との間には特
別な関係はありません。

・監査役日向研氏は、みずほトラストオペレーションズ株式会社の取締役社長、および、日本株主デ
ータサービス株式会社の代表取締役副社長を兼任しております。当社は両社との間には特別な関係
はありません。

－ 20 －

会社役員の状況
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②　当該事業年度における主な活動状況
イ．取締役会および監査役会への出席状況

取　締　役　会 監　査　役　会

出席すべき回数 出席回数 出席率 出席すべき回数 出席回数 出席率

取 締 役 　 杉 浦 章 介 13回 13回 100％ ― ― ―

取 締 役 　 林 慶 治 郎 13回 13回 100％ ― ― ―

監 査 役 　 岡 崎 正 憲 13回 13回 100％ 15回 15回 100％

監 査 役 　 増 田 裕 明 13回 13回 100％ 15回 15回 100％

監 査 役 　 日 向 　 研 13回 13回 100％ 15回 15回 100％

ロ．取締役会および監査役会における発言状況
　取締役杉浦章介氏は、長年に亘り大学および大学院で教鞭をとられ、幅広い知識・経験から意見を
述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
　取締役林慶治郎氏は、ＩＴ分野における先端の知見とグローバルビジネスにおける経験を有し、幅
広く見識を活かした意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・
提言を行っております。
　監査役岡崎正憲氏は、主に公認会計士としての専門的見地から意見を述べるなど、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役会においても議
案に対する活発な質疑を行っております。
　監査役増田裕明氏は、主に会社経営に関する豊富な経験と識見に基づく見地から意見を述べるなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役
会においても議案に対する活発な質疑を行っております。
　監査役日向研氏は、主に会社経営に関する豊富な経験と識見に基づく見地から意見を述べるなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役
会においても議案に対する活発な質疑を行っております。

(5)　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役ならびに社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

－ 21 －
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４．会計監査人の状況
(1)　名称　　　　　　三優監査法人

(2)　報酬等の額
支　　払　　額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額（注） 21百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 21百万円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分していな
いため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ
で、会計監査人の報酬等の額について同意判断をいたしました。

(3)　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総
会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいずれかの項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解
任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。

(4)　責任限定契約について
　当社定款においては、会計監査人の会社法第423条第１項の責任について、善意かつ重過失がないとき
は一定の限度を設ける契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点では会計監査人との間
で責任限定契約を締結しておりません。

－ 22 －

会計監査人の状況



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
等

計
算
書
類
等

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/22 14:14:26 / 16285277_株式会社インフォメーション・ディベロプメント_招集通知（Ｃ）

５．業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法および会社法施行規則にもとづき、以下の体制を取締役会にて定めております。
(1)　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

①　コンプライアンス体制に係る規程を役職員が法令・定款および社会規範を遵守した行動をとるため
の行動規範とする。また、その徹底を図るため、グループ総務部においてコンプライアンスの取り
組みを統括することとし、同部内に設置した法務室が中心となり具体的活動・役職員教育等を行う。
法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段としてホットラインを設置・運
営する。

②　財務報告に係る信頼性を確保するために必要な内部統制システムを整備し、維持・向上を図る。
③　社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で組織的

に対応し排除する。

(2)　取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、社内規程およびそれに関する関連マニュアル等に従
い適切に保存および管理（廃棄を含む）の運用を実施し、必要に応じて運用状況の点検、各規程等の見直
し等を行う。

(3)　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　コンプライアンス、災害、品質および情報セキュリティ、労務管理等に係るリスクについては、各々の
所管部署において、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、
全社的リスク状況の監視および対応はリスク管理委員会が行う。

(4)　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役の迅速かつ適正な意思決定のために、経営会議等を設置し重要案件につき事前審議等を行う。

業務執行に関する職務分掌・権限・手続き等を明確化し、執行役員制度を導入し効率的な業務執行
を図る。

②　経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定および見直しされる年度計画およ
び中期経営計画に基づき各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動する。

③　業務執行のマネジメントは、取締役会規程により定められている事項およびその付議基準に該当す
る事項については、すべて取締役会に付議することを遵守する。

－ 23 －
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(5)　当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　子会社等の業務の適正を確保するための体制を担当する部署を社長室とし、子会社等の業務と密接

に関連する事業本部等と連携し、子会社等における業務の適正を確保するための体制の構築および
実効性を高めるための諸施策を立案および実施、必要な子会社等への指導・支援等を実施する。

②　経営監査室は子会社の業務活動の適法性、効率性について監査する。
③　法令上疑義のある行為等について、子会社の従業員が直接情報提供を行う手段としてホットライン

を設置・運営する。

(6)　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
①　監査役の求めがある場合、監査役の職務を補助すべき部署として、専担部署の設置、もしくは既存

部署による兼務により、専任もしくは兼任の使用人１名以上を配置する。
②　前項の具体的な内容については、監査役の意見を聴取し、人事担当役員その他関係各方面の意見も

十分に考慮して決定する。

(7)　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
①　監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査役会の同意を必要とする。
②　（7）①の使用人は、監査役の指揮命令下で職務を遂行しその評価については監査役会の同意を必要

とする。

(8)　取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
①　取締役および使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社および当社グループに重大な影

響を及ぼす事項、内部監査の状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況およびその内
容をすみやかに報告する体制を整備する。報告の方法については、取締役との協議により決定する。

②　監査役は、取締役会、経営会議、その他重要な会議に出席する。

(9)　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査のための環境を整備する。
②　監査役会は、代表取締役、会計監査人との定期的な意見交換を実施し、適切な意思疎通および効果

的な監査業務の遂行を図る。

－ 24 －
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(10)　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　内部統制システム全般

　当社の内部統制システムを整備・運用し、内部統制の目標を効果的に達成するため、内部監査を担
当する経営監査室にて、年間の監査計画に基づいて業務執行が適正かつ効率的に行われているかを監
査しております。平成28年度は、グループ会社８社に対して監査を実施しております。

②　コンプライアンス体制
　当社では、「コンプライアンス基本規程」を定め、取締役会にてコンプライアンスに関わる重要事
項を決議しております。また、当社およびグループ会社では、協力会社社員を含めたコンプライアン
ス勉強会を年２回実施し、関係者に対するコンプライアンス啓蒙、強化に努めました。

③　リスク管理体制
　リスクマネジメントに関する最上位審議・推進機関である「リスク管理委員会」において、当社お
よびグループ会社全体の横断的なリスク管理を行っております。平成28年度は２回開催し、各分野の
所管部門が行った定期的なリスク調査の結果に基づき、多様なテーマにより横断的に分析・評価を行
いました。

④　グループ会社の経営管理
　グループ会社の経営管理につきましては、「関係会社管理規程」に基づき、グループ会社の業務執
行について重要度に応じて、当社の「取締役会」または取締役の決裁を受ける体制を整備しておりま
す。また、「取締役会」において、毎月主要なグループ会社から業務執行状況の報告を受けておりま
す。

⑤　取締役、および監査役の職務執行
　取締役の職務の効率性を確保するため、業務の分担を受けた取締役および執行役員が、３ヶ月に１
回「取締役会」において業務執行状況の報告を行っております。
　また、監査役は、内部監査を担当する経営監査室、外部監査人等と定期的に情報・意見を交換する
場を設けることにより、監査の実効性を高めております。平成28年度は、内部監査を担当する経営監
査室と32回、外部監査人と８回、それぞれ定期的に情報・意見を交換する場を設けております。

６．会社の支配に関する基本方針
　特記すべき事項はありません。

－ 25 －
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連 結 貸 借 対 照 表

(単位：千円)

科 目 第49期
(平成29年３月31日現在)

第48期 (ご参考)
(平成28年３月31日現在) 科 目 第49期

(平成29年３月31日現在)
第48期 (ご参考)
(平成28年３月31日現在)

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,901,521

2,491,228

3,874,257

48,987

264,433

222,680

△64

3,650,765

1,932,805

904,502

2,045

8,448

183,629

834,180

152,447

57,816

93,870

760

1,565,511

1,118,795

18,151

226,783

265,380

△63,600

6,551,890

2,267,365

3,836,114

26,753

235,164

186,557

△64

3,768,000

2,199,347

921,536

3,087

11,862

215,070

1,047,790

154,587

53,230

100,587

770

1,414,064

909,269

119,883

220,947

171,463

△7,500

( 負 債 の 部 )
流 動 負 債 2,890,012 3,105,249

買 掛 金 722,429 643,294
短 期 借 入 金 380,000 860,000
一年内返済予定長期借入金 ― 60,000
未 払 法 人 税 等 352,877 254,426
賞 与 引 当 金 615,998 556,661
役 員 賞 与 引 当 金 15,165 17,225
受 注 損 失 引 当 金 31,625 54,633
そ の 他 771,915 659,008

固 定 負 債 340,969 705,550
繰 延 税 金 負 債 149,009 ―
退 職 給 付 に 係 る 負 債 47,458 563,124
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 4,780 13,700
そ の 他 139,721 128,725

負 債 合 計 3,230,981 3,810,800
( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 6,801,025 6,388,999
資 本 金 592,344 592,344
資 本 剰 余 金 568,829 569,688
利 益 剰 余 金 6,173,153 5,789,599
自 己 株 式 △533,302 △562,633

その他の包括利益累計額 480,317 82,398
その他有価証券評価差額金 358,560 209,691
為 替 換 算 調 整 勘 定 121,757 150,305
退職給付に係る調整累計額 ― △277,597

新 株 予 約 権 13,953 16,144
非 支 配 株 主 持 分 26,009 21,547

純 資 産 合 計 7,321,305 6,509,090

資 産 合 計 10,552,287 10,319,890 負 債 純 資 産 合 計 10,552,287 10,319,890

－ 26 －
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連 結 損 益 計 算 書

(単位：千円)

科 目 第49期
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

第48期（ご参考）
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

売 上 高 21,554,874 20,082,605
売 上 原 価 17,569,640 16,108,713

売 上 総 利 益 3,985,233 3,973,891
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,879,417 3,003,691

営 業 利 益 1,105,815 970,200
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,252 9,088
受 取 配 当 金 14,250 14,966
受 取 保 険 金 及 び 配 当 金 7,980 750
助 成 金 収 入 17,732 7,965
そ の 他 9,501 52,717 7,916 40,688

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,215 9,391
コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 17,690 17,661
そ の 他 2,381 25,287 19,071 46,124
経 常 利 益 1,133,245 964,763

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 7 64
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― 53,536
新 株 予 約 権 戻 入 益 288 864
補 助 金 収 入 ― 7,852
退 職 給 付 制 度 終 了 益 207,390 ―
段 階 取 得 に 係 る 差 益 5,159 212,845 ― 62,318

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 25 16
固 定 資 産 除 却 損 416 5,289
投 資 有 価 証 券 売 却 損 178 ―
固 定 資 産 圧 縮 損 ― 7,852
施 設 利 用 会 員 権 評 価 損 ― 7,252
減 損 損 失 147,772 1,445
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 54,590 ―
貸 倒 損 失 9,661 212,643 ― 21,854

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,133,447 1,005,227
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 421,517 289,881
法 人 税 等 調 整 額 52,749 474,266 162,855 452,737
当 期 純 利 益 659,181 552,490
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,840 3,553
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 654,340 548,936

－ 27 －
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連結株主資本等変動計算書
(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

(単位：千円)

株主資本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 592,344 569,688 5,789,599 △562,633 6,388,999
当期変動額

剰 余 金 の 配 当 △264,896 △264,896
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 654,340 654,340

自己株式の取得 △2,671 △2,671
自己株式の処分 △858 32,002 31,143
連結範囲の変動 △5,891 △5,891
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当期変動額合計 ― △858 383,553 29,330 412,025
当期末残高 592,344 568,829 6,173,153 △533,302 6,801,025

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主
持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 209,691 150,305 △277,597 82,398 16,144 21,547 6,509,090
当期変動額

剰 余 金 の 配 当 △264,896
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 654,340

自己株式の取得 △2,671
自己株式の処分 31,143
連結範囲の変動 △5,891
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額） 148,868 △28,548 277,597 397,918 △2,191 4,461 400,189

当期変動額合計 148,868 △28,548 277,597 397,918 △2,191 4,461 812,214
当期末残高 358,560 121,757 ― 480,317 13,953 26,009 7,321,305

－ 28 －
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連結注記表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
(1)　連結子会社の数 ８社
(2)　主要な連結子会社の名称

株式会社プライド
艾迪系統開発（武漢）有限公司
INFORMATION DEVELOPMENT SINGAPORE PTE. LTD.
INFORMATION DEVELOPMENT AMERICA INC.
愛ファクトリー株式会社
PT. INFORMATION DEVELOPMENT INDONESIA
株式会社テラコーポレーション
INFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO.,  LTD.（新社名 IDM INFORMATION 
DEVELOPMENT MYANMAR CO., LTD.）
なお、INFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD.は、平成29年４月３日にIDM 
INFORMATION DEVELOPMENT MYANMAR CO., LTD.へ社名変更いたしました。

(3)　連結の範囲の変更に関する事項
株式会社テラコーポレーションは、新たに株式を取得したことから、当連結会計年度より、連結の範囲に含め

ております。
また、INFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO.,LTD.（新社名 IDM INFORMATION 

DEVELOPMENT MYANMAR CO., LTD）については、株式を追加取得したことから、当連結会計年度より、
連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
非連結子会社および関連会社がないため、持分法の適用会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社８社のうち７社の決算日は連結決算日と一致しております。また、１社（艾迪系統開発（武漢）有限公司）

の決算日については12月31日でありますが、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

－ 29 －
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４．会計方針に関する事項
(1)　有価証券の評価基準および評価方法

①　関係会社株式　…移動平均法による原価法
②　その他有価証券
　・時価のあるもの…決算末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
　・時価のないもの…移動平均法による原価法

(2)　たな卸資産の評価基準および評価方法
①　商品　……………総平均法による原価法

(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
②　仕掛品　…………個別法による原価法

(3)　重要な減価償却資産の減価償却方法
①　有形固定資産  (リース資産を除く)  ……定率法
　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平成28年４月１日以降に取得した
建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。
　海外連結子会社は、主として定額法によっております。
　なお、平成10年４月１日以降に取得した取得価額10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却す
る方法を採用しております。
②　無形固定資産  (リース資産を除く)  ……定額法
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によっており
ます。
③　リース資産
　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数として、残存価格を零とする定額法を採用しております。
④　長期前払費用　……………………………定額法
　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

－ 30 －
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(4)　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
②　賞与引当金
　当社および一部の連結子会社は、従業員（取締役でない執行役員を含む）の賞与の支給に備えるため、将来の支給
見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。
③　役員賞与引当金
　当社は、役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における期末要支給額を計上しております。
④　受注損失引当金
　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見込額を計上しておりま
す。
⑤　役員退職慰労引当金
　一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(5)　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっております。
②　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法
により損益処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12
年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理しております。
（追加情報）

当社は、平成28年４月１日に確定給付企業年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制
度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号　平成14年１月31日）および「退職給付制度間
の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号　平成19年２月７日）を適用し、確定拠出
企業年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行いました。

本移行に伴う退職給付債務の減少による特別利益207,390千円を当連結会計年度に計上しております。

－ 31 －
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(6)　重要な収益および費用の計上基準
　請負受注制作のソフトウエアに係る売上高および売上原価の計上基準
①　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受注制作のソフトウエア
　進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
②　その他の受注制作のソフトウエア
　完成基準

(7)　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外子会社の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均
相場により円貨に換算し、為替差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(8)　のれんの償却に関する事項
　のれんの償却については、５年間および10年間の定額法により償却を行っております。

(9)　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

－ 32 －
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
会計方針の変更
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第
32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に
係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ994千円増加しておりま
す。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
(連結損益計算書)
（1）前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険金及び配当金」は、金額的重

要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。
なお、前連結会計年度の「受取保険金及び配当金」は、750千円であります。

（2）前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「為替差損」（当連結会計年度は、1,568千円）は、金額的
重要性が乏しくなったため、営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

Ⅳ．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連結会計
年度から適用しております。

Ⅴ．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額　　　887,414千円

－ 33 －
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Ⅵ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式

普通株式（注）１、２ 8,029,535 4,014,767 － 12,044,302

合計 8,029,535 4,014,767 － 12,044,302

自己株式
普通株式（注）１、３、４、
５ 798,777 384,296 60,612 1,122,461

合計 798,777 384,296 60,612 1,122,461

(注) １．当社は、平成29年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。
２．普通株式の発行済株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加 4,014,767株
３．普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加 381,998株
株式分割に伴う端数株式買取による増加 222株
株式分割前に行った単元未満株式の買取請求による増加 281株
株式分割後に行った単元未満株式の買取請求による増加 1,795株

４．普通株式の自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。
株式分割前に行った単元未満株式の売渡請求による減少
株式分割後に行った単元未満株式の売渡請求による減少

8株
50株

株式分割前に行ったストック・オプションの権利行使による減少
株式分割後に行ったストック・オプションの権利行使による減少

14,500株
3,000株

株式分割前に行った株式給付信託口からの株式給付による減少 20,554株
株式分割後に行った株式給付信託口からの株式給付による減少 22,500株

５．普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託（BBT）および株式給付信託（J－ESOP）制度に係る信託財産として資産管理サービス信託銀行（信託Ｅ口）
が保有する当社株式（当連結会計年度期首337,700株、当連結会計年度末453,219株）が含まれております。

２．剰余金の配当に関する事項
(1)　配当金支払額等

平成28年６月24日開催の第48期定時株主総会による配当に関する事項
・配当金の総額　　　　　　　264,896千円
・１株当たりの配当金　　　　35円
・基準日　　　　　　　　　　平成28年３月31日
・効力発生日　　　　　　　　平成28年６月27日
　なお、配当金の総額は株式給付信託J－ESOP信託口が保有する当社株式に対する配当金11,819千円を含めて記載し
ております。

－ 34 －
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(2)　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの
平成29年６月23日開催の第49期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額　　　　　　　420,877千円
・１株当たりの配当金　　　　37円
・基準日　　　　　　　　　　平成29年３月31日
・効力発生日　　　　　　　　平成29年６月26日
　なお、配当金の総額は株式給付信託（BBT）および株式給付信託（J－ESOP）制度に係る信託財産として資産管理
サービス信託銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金16,769千円を含めて記載しております。

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類および数
普通株式　　　　　　　　　　181,500株

－ 35 －
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Ⅶ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1)　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定して運用しております。また、必要な資金は銀
行借入により調達しております。

(2)　金融商品の内容およびそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクが存在します。投資有価証券は、主に業務上の関係を有す
る企業の株式および社債であり、市場価格の変動リスクおよび発行体の信用リスクが存在します。差入保証金は主に
事業所を賃借する際に支出したものであり、預入先の信用リスクが存在します。
　未払法人税等は、法人税、住民税及び事業税に係る債務であり、全て１年以内に納付期日が到来します。
　借入金は、主に営業取引に関わる資金調達であり、その一部は、変動金利であるため金利の変動リスクが存在します。

(3)　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　営業債権である受取手形及び売掛金は、当社の債権管理規程に従い、取引相手ごとに期日および残高を管理すると
ともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債
権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。
②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関
係を勘案して保有継続について検討を行っております。
③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、経理部が適時に将来一定期間の資金収支の見込みを作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによ
り流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様の管理を行っております。

(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて
おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当
該価額が変動することがあります。

(5)　信用リスクの集中
　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち80.5％は大口顧客10社に対するものであります。

－ 36 －
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（(注) ２．参照）

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1)　現金及び預金 2,491,228 2,491,228 －

(2)　受取手形及び売掛金 3,874,257 3,874,257

貸倒引当金 △64 △64

受取手形及び売掛金（純額） 3,874,192 3,874,192 －

(3)　投資有価証券
その他有価証券 1,056,641 1,056,641 －

(4)　差入保証金 226,783 213,572 △13,210

資産計 7,648,845 7,635,635 △13,210

(1)　買掛金 722,429 722,429 －

(2)　短期借入金 380,000 380,000 －

(3)　未払法人税等 352,877 352,877 －

負債計 1,455,307 1,455,307 －

(注) １．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項
資　産
(1)　現金及び預金、(2)　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
(3)　投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格によっております。
(4)　差入保証金

差入保証金の時価の算定は、合理的に見積もりした差入保証金の返還予定時期に基づき、国債の利率で割引いた現在価値によっております。
なお、信用リスクを反映した時価については、その預入先の信用力が高いことから、当該帳簿価額とみなしております。

負　債
(1)　買掛金、(2)　短期借入金、(3)　未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 62,154

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

－ 37 －
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３．金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
（千円）

現金及び預金 2,491,228 －
受取手形及び売掛金 3,874,192 －

投資有価証券
　その他有価証券のうち満期があるもの
　　債券（社債） － 150,000
差入保証金 4,899 221,884

合計 6,370,319 371,884

Ⅷ．賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 666円68銭
２．１株当たり当期純利益 60円13銭
(注) 当社は、平成29年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。そのため、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

して１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益を算定しております。

－ 38 －
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貸　借　対　照　表
(単位：千円)

科 目 第49期
(平成29年３月31日現在)

第48期 (ご参考)
(平成28年３月31日現在) 科 目 第49期

(平成29年３月31日現在)
第48期 (ご参考)
(平成28年３月31日現在)

( 資 産 の 部 )
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
施 設 利 用 会 員 権
そ の 他
貸 倒 引 当 金

5,701,689
1,387,086
3,800,886

43,126
2,259

28,823
163,672
261,119
14,780

△64
4,843,968
1,714,177

697,370
11,865
2,032

168,728
834,180
89,840

―
89,088

752
3,039,950
1,111,373
1,512,916

100
3,573
1,381

215,538
38,469

164,098
△7,500

5,632,931
1,454,416
3,739,547

25,593
771

8,731
151,221
234,057
18,656

△64
4,437,619
2,033,502

769,798
13,876
3,049

198,988
1,047,790

149,165
53,230
95,172

762
2,254,952

898,852
1,050,384

100
4,858
3,275

211,643
40,469
52,868

△7,500

( 負 債 の 部 )
流 動 負 債 2,863,961 3,088,420

買 掛 金 750,948 655,186
短 期 借 入 金 380,000 860,000
一年内返済予定長期借入金 ― 60,000
リ ー ス 債 務 4,207 4,207
未 払 金 139,356 128,844
未 払 費 用 309,199 293,118
未 払 法 人 税 等 342,464 246,635
未 払 消 費 税 等 187,030 160,616
前 受 金 46,066 2,075
預 り 金 55,826 54,170
賞 与 引 当 金 602,071 551,706
役 員 賞 与 引 当 金 15,165 17,225
受 注 損 失 引 当 金 31,625 54,633

固 定 負 債 286,805 286,971
リ ー ス 債 務 12,851 17,058
退 職 給 付 引 当 金 ― 149,396
長 期 未 払 金 124,944 110,180
繰 延 税 金 負 債 149,009 10,335

負 債 合 計 3,150,767 3,375,391
( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 7,025,302 6,470,472
資 本 金 592,344 592,344
資 本 剰 余 金 571,543 572,401

資 本 準 備 金 543,293 543,293
そ の 他 資 本 剰 余 金 28,249 29,108

利 益 剰 余 金 6,394,717 5,868,358
利 益 準 備 金 43,687 43,687
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,351,030 5,824,671

別 途 積 立 金 4,210,000 4,210,000
特 別 償 却 準 備 金 1,526 2,041
繰 越 利 益 剰 余 金 2,139,503 1,612,630

自 己 株 式 △533,302 △562,633
評 価 ・ 換 算 差 額 等 355,634 208,542

その他有価証券評価差額金 355,634 208,542
新 株 予 約 権 13,953 16,144
純 資 産 合 計 7,394,890 6,695,159

資 産 合 計 10,545,658 10,070,551 負 債 純 資 産 合 計 10,545,658 10,070,551
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損　益　計　算　書
(単位：千円)

科 目 第49期
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

第48期（ご参考）
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

売 上 高 20,785,650 18,716,328
売 上 原 価 16,924,780 14,974,884

売 上 総 利 益 3,860,870 3,741,443
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,699,251 2,816,319

営 業 利 益 1,161,618 925,124
営 業 外 収 益

受 取 利 息 483 383
有 価 証 券 利 息 2,532 2,437
受 取 配 当 金 18,243 18,892
受 取 保 険 金 及 び 配 当 金 7,545 501
そ の 他 9,013 37,818 15,386 37,601

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,215 9,314
コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 17,690 17,661
為 替 差 損 5,073 17,132
そ の 他 309 28,289 628 44,737
経 常 利 益 1,171,148 917,988

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 7 3
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― 49,348
新 株 予 約 権 戻 入 益 288 864
抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 ― 194,059
退 職 給 付 制 度 終 了 益 214,482 214,778 ― 244,276

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 25 16
固 定 資 産 除 却 損 2 5,402
投 資 有 価 証 券 売 却 損 178 ―
施 設 利 用 会 員 権 評 価 損 ― 7,252
減 損 損 失 147,772 147,978 ― 12,670

税 引 前 当 期 純 利 益 1,237,947 1,149,594
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 399,937 265,343
法 人 税 等 調 整 額 46,755 446,693 134,124 399,468
当 期 純 利 益 791,254 750,126

－ 40 －
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株主資本等変動計算書
(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

当期首残高 592,344 543,293 29,108 572,401 43,687 4,210,000 2,041 1,612,630 5,868,358

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △514 514 ―

剰余金の配当 △264,896 △264,896

当期純利益 791,254 791,254

自己株式の取得

自己株式の処分 △858 △858

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― △858 △858 ― ― △514 526,872 526,358

当期末残高 592,344 543,293 28,249 571,543 43,687 4,210,000 1,526 2,139,503 6,394,717

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △562,633 6,470,472 208,542 208,542 16,144 6,695,159

当期変動額

特別償却準備金の取崩 ― ―

剰余金の配当 △264,896 △264,896

当期純利益 791,254 791,254

自己株式の取得 △2,671 △2,671 △2,671

自己株式の処分 32,002 31,143 31,143

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 147,091 147,091 △2,191 144,900

当期変動額合計 29,330 554,830 147,091 147,091 △2,191 699,731

当期末残高 △533,302 7,025,302 355,634 355,634 13,953 7,394,890

－ 41 －
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準および評価方法
（1）子会社株式 …………………………移動平均法による原価法
（2）その他有価証券

・時価のあるもの …………………決算末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

・時価のないもの …………………移動平均法による原価法
２．たな卸資産の評価基準および評価方法

（1）商品 …………………………………総平均法による原価法
(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

（2）仕掛品 ………………………………個別法による原価法
（3）貯蔵品 ………………………………最終仕入原価法

３．固定資産の減価償却方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） ……定率法

　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平成28年４月１日以降に取得した
建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。
　なお、平成10年４月１日以降に取得した取得価額10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する
方法を採用しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く） ……定額法
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（4）長期前払費用 ………………………………定額法
　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

４．外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

－ 42 －
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５．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員（取締役でない執行役員を含む）の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を
計上しております。

（3）役員賞与引当金
　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度末における期末要支給額を計上しております。

（4）受注損失引当金
　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失見込額を計上しております。

（5）退職給付引当金
　従業員（取締役でない執行役員を含む）の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資
産の見込額に基づき計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

②　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定
額法により損益処理しております。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12
年）による定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理しております。
（追加情報）

当社は、平成28年４月１日に確定給付企業年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制
度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号　平成14年１月31日）および「退職給付制度間
の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号　平成19年２月７日）を適用し、確定拠出
企業年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行いました。

本移行に伴う退職給付債務の減少による特別利益214,482千円を当事業年度に計上しております。
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６．重要な収益および費用の計上基準
請負受注制作のソフトウエアに係る売上高および売上原価の計上基準

・当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受注制作のソフトウエア
進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

・その他の受注制作のソフトウエア
完成基準

７．退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

８．のれんの償却に関する事項
　のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。

９．消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報
告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築
物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ942千円増加しております。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
（1）前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「助成金収入」（当事業年度は、1,250千円）は、金額的重要性

が乏しくなったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。
（2）前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険金及び配当金」は、金額的重要性

が増したため、当事業年度より区分掲記しております。
なお、前事業年度の「受取保険金及び配当金」は、501千円であります。

Ⅳ．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業年
度から適用しております。

－ 44 －
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Ⅴ．貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 823,878千円
２．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 5,623千円
短期金銭債務 45,792千円

Ⅵ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

（1）売上高 3,075千円
（2）営業費用 408,382千円
（3）営業外取引の取引高 4,450千円

Ⅶ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 798,777 384,296 60,612 1,122,461

合計 798,777 384,296 60,612 1,122,461

(注) １．当社は、平成29年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。
２．普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加 381,998株
株式分割に伴う端数株式買取による増加 222株
株式分割前に行った単元未満株式の買取請求による増加 281株
株式分割後に行った単元未満株式の買取請求による増加 1,795株

３．普通株式の自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。
株式分割前に行った単元未満株式の売渡請求による減少
株式分割後に行った単元未満株式の売渡請求による減少

8株
50株

株式分割前に行ったストック・オプションの権利行使による減少
株式分割後に行ったストック・オプションの権利行使による減少

14,500株
3,000株

株式分割前に行った株式給付信託口からの株式給付による減少 20,554株
株式分割後に行った株式給付信託口からの株式給付による減少 22,500株

４．普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託（BBT）および株式給付信託（J－ESOP）制度に係る信託財産として資産管理サービス信託銀行（信託
Ｅ口）が保有する当社株式（当事業年度期首337,700株、当事業年度末453,219株）が含まれております。

－ 45 －
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Ⅷ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）
未払事業税 33,839千円
未払事業所税 922千円
賞与引当金 186,040千円
受注損失引当金 9,772千円
未払費用 30,524千円
その他 20千円

261,119千円
繰延税金資産（固定）
長期未払金 30,535千円
貸倒引当金 2,295千円
投資有価証券評価損 1,705千円
減損損失 126,177千円
その他 65,764千円

226,477千円
繰延税金資産小計 487,597千円
評価性引当額 △187,449千円
繰延税金資産合計 300,148千円
繰延税金負債（固定）
長期未収入金 29,608千円
その他有価証券評価差額金 157,753千円
その他 676千円
繰延税金負債合計 188,038千円
繰延税金資産の純額 112,110千円

－ 46 －
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記
子会社および関連会社等

種類 会社等の名称
資本金
または
出資金

事業の内容
または職業

議決権等の
所有（被所有）

割合

関連当事者との
関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社
I N F O R M A T I O N  
D E V E L O P M E N T  
SINGAPORE PTE. LTD.

573万
シンガポール

ドル

システム運営
管理
ソフトウエア
開発

所有
直接100％ ・役員の兼任 増資の引受

（注）２ 151,529 － －

子会社

I N F I N I T Y  
INFORMATION 
DEVELOPMENT
 CO., LTD.

（注）１

127万
米ドル

ITトレーニン
グアカデミー
運営およびIT
スタッフサー
ビスのマネジ
メント等

所有
直接83.9％ ・役員の兼任 増資の引受

（注）３ 114,877 － －

(注) １．INFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD.は、平成29年４月３日にIDM INFORMATION DEVELOPMENT MYANMAR CO., LTD.へ
社名変更いたしました。

２．INFORMATION DEVELOPMENT SINGAPORE PTE. LTD.が行った増資を、全額引き受けたものであります。
３．INFINITY INFORMATION DEVELOPMENT CO., LTD.が行った増資を、全額引き受けたものであります。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 675円80銭
２．１株当たり当期純利益 72円72銭
(注) 当社は、平成29年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。そのため、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１

株当たり純資産額および１株当たり当期純利益を算定しております。

－ 47 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月16日

株式会社インフォメーション・ディベロプメント
取締役会　御中

三優監査法人
代表社員
業務執行社員 公認会計士 山　本　公　太 ㊞
代表社員
業務執行社員 公認会計士 増　田　涼　恵 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社インフォメーション・ディベロプメントの平成28年４月１日から平
成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当
監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判
断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社インフォ
メーション・ディベロプメント及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 48 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月16日

株式会社インフォメーション・ディベロプメント
取締役会　御中

三優監査法人
代表社員
業務執行社員 公認会計士 山　本　公　太 ㊞
代表社員
業務執行社員 公認会計士 増　田　涼　恵 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社インフォメーション・ディベロプメントの平成28年４月１日
から平成29年３月31日までの第49期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類
及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 49 －
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監査役会の監査報告

監査報告書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第49期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し

た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等

及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他

の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会

社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ

の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定

める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし

ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10

月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載

内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人　三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人　三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月22日
株式会社 インフォメーション・ディベロプメント　監査役会

常勤監査役 田　村　公　一 ㊞
社外監査役 岡　崎　正　憲 ㊞
社外監査役 増　田　裕　明 ㊞
社外監査役 日　向　　　研 ㊞

以上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：ホテルグランドアーク半蔵門３階　華の間
東京都千代田区隼町１番１号
TEL（03）3288-1628
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麹町警察署前
麹町一丁目

■ 東京メトロ半蔵門線「半蔵門駅」１番出口より徒歩２分
■ 東京メトロ半蔵門線「半蔵門駅」３b出口より徒歩３分
　 ※３b出口はエスカレーター部分が１番出口より長く、荷物がある場合に便利です。
■ 東京メトロ半蔵門線「半蔵門駅」駅エレベーターより徒歩７分
■ 東京メトロ有楽町線「麹町駅」１番出口より徒歩７分
■ JR「四ツ谷駅」より徒歩15分

地図




